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いわゆる労働力不足の激化と物価上昇などによって、わが国における賃金上昇はますます加速化しつつある。お
もにそのためになんらかの労使間交渉によって決定される”春闘“の妥結結果も、六七年以降、年々増大しつつあ
る。それを、基準内平均賃金の上昇率でみると、最近二、三年においては過去のピークを記録した六一、六四年の
上昇率を連年突破している。しかも、過去の大幅上昇期といちじるしく異なっている点は、上昇額における企業間
格差が最近において縮小しつつあることである。しかもその縮小は大企業においてとくに顕著になっている。こう
した大幅の賃金上昇過程において、石油化学工業における賃金上昇がとくにその上昇額において大企業の賃金上昇
を
リ
ー
ド
し
て
い
る
か
に
み
え
る
。
そ
の
よ
う
な
大
幅
の
賃
金
上
昇
が
、
石
油
化
学
工
業
に
お
け
る
資
本
蓄
積
に
い
か
な
る
影
響
を
あ
たえているか、いいかえれば、いかなる資本蓄積メカニズムのなかでそのような賃金上昇が実現したのか、これが
た
え
て
い
る
か
、
い
蛭
本稿の課題である。
わが国の石油化学工業は、五八－五九年に三井石油化学・住友化学・日本石油化学・三菱油化の四つのナフサ分
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解センターを中心とする生産開始以後、きわめて短期間に急速の成長を示した。五八年にはじまる第一期には合成
繊維・合成樹脂の原料確保とポリエチレンや合成ゴムなどの新製品の国産化が進んだが、六一年の三菱油化などの
増設にはじまり、東燃石油化学などの新設がつづく第二期には、一面で国際競争力を強化するために装置の大型化
が進むと同時に、他面では既成の化学工業製品の石油化学化が進んだ。さらに、六四年、三井石油化学などの先発
センターの増設と出光石油化学・三菱化成・丸善石油化学などの、いわゆる後発センターの新設にはじまる第三期
には、必然的に石油化学工業内部の企業間競争が激化することになった。そして、六七年以降の第四期には、住友
化学などの増設のほか、出光石油化学などの後発企業の増設が進むと同時に、企業間協調関係が進み、現段階は六
九年の丸善石油化学におけるエチレン三○万トン・プラントの操業にはじまるコンビネーテッド・コンビナートへ
（１） 
の再編成期に入っている。
こうした過程において、五五年、通産省省議決定の「石油化学工業育成対策」にはじまる政府の育成政策が、石
油
化
学
工
業
の
資
本
蓄
秋
を
計
画
的
に
規
制
し
て
い
る
。
Ⅲ
生
産
設
備
の
新
設
・
増
設
に
対
す
る
通
産
者
の
認
可
が
石
油
化
学
工
業
の
「産業組織」を基本的に規制しており、②その「産業組織」は”独占的“資金鯛達機柵によってパック・アップさ
れている。③さらに、主要機械や触媒の輸入、原料、ユーティリティおよび固定資産や「合理化」機械の特別償却
（２） 
に対する、各種の税制上の助成もまた重要である。これら今と資本蓄積の外在的要因とすれば、本稿ではもっぱら資
本蓄積の内在的要因に注目し、それらを資本ｌ労働力の交換と対抗の関係において解明したい、と思う。というの
は、資本蓄積の基礎はあくまでも資本Ｉ労働力の交換・対抗関係の展開にあるからにほかならない。とはいえ、勿
論、本来、資本蓄積は全産業レベルに展開しており、石油化学工業内部において自己完結しているわけではない。
しかし、本稿では、高度成長下での重化学工業における”独占資本“の蓄秋基盤の決定的な一部分を分析する意味
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まず、製造業における大企業群の産業別賃金水準をみると、労働省「毎月勤労統計調査」が示すとおり、常用従
業員五○○人以上の事業所においては、出版。印刷・関連産業と鉄鋼業の現金給与総額が最高水準を占めており、
石油・石炭製品工業がこれにつぎ、化学工業をはじめ、非鉄金属、輸送用機器、パルプ・紙・紙加工品および食料
で
、
石
油
化
学
工
業
内
部
に
の
み
、
わ
れ
わ
れ
の
考
察
を
限
定
し
て
お
き
た
い
。
このように、賃金上昇を資本蓄積メカニズム内部において解明する、ということは、結局、賃金－利潤の対抗関
係を分析することにほかならない。そのためには、つぎのような媒介的規制要因をも考察しておかなければならな
い。すなわち、仙石油化学工業製品の価格形成、②製造原価などのコスト構成、さらに、②賃金上昇なり、雇用量
の変動なりがいかにコスト化するかを規制する労働生産性動向。だが、これらの要因は、のちにも解明するように、
賃金に対する”支払い能力“を規定するに過ぎない。したがって、側貸金決定を直接的に規制する労働力需給関係
（
３
）
・
そのものとその決定要因をも解明しなければならない。そこでまず、石油化学工業における賃金水準が産業別にみ
ていかなる水準にあるか、さらにそれがいかに変動してきているかからみていこう。
（１）石油化学工業のこうした展開過程については、渡辺徳一一『石油化学工業』六六年、川手恒忠・坊野光勇『石油化学工業』
新訂版、七○年、林喜世茂『巨大化する石油化学』七○年、重化学工業通信社『日本の石油化学工業』六一年以降の各年
版、および近藤完一『日本化学工業論』六八年などをみよ。
（２）この点については、たとえば天谷直弘『石油化学の話』六九年、七四’七五ページなどをみよ。
（３）ほぼこのような視角による六○年代の賃金分析については、拙稿「労働市場の変動’六○年代の就業と雇用ｌ」（「日本
労働協会雑姥」七○年五月舟、所収）をみよ．
Ｉ
賃
金
水
準
と
賃
金
上
昇
' 
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日銀「主要企業経営分析」による。平均賃金は，各年
人件費を示す．
儂 墹加率（年率）１１１
 
62-65年 65-68年
15.8％ ).１％ 
11.1 13.2 
11.4 16.2 
14.5 1８．５ 
下期の従業員１人あたり
品工業の現金給与総額がそれにつづいている。また現金給与総額の
増加率でみても、一九六○年代の前半においては従来の傾向が逆転
し
、
軽
エ
業
や
中
小
工
業
が
多
い
産
業
分
野
に
お
け
る
増
加
率
が
よ
り
高
く
な
っていたが、六○年代後半においては前掲の重化学工業における増
加率がふたたびより高くなってきている。ただし、こうした統計に
よっては、われわれが問題にしている石油化学工業の賃金水準とそ
の
動
向
を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
そ
こ
で
、
以
下
わ
れ
わ
れ
が
分
析
す
る
統
計
資
料
に
よ
っ
て
常
用
従
業
員
一
人
あ
た
り
の
人
件
費
の
水
準
と
そ
の
動
向
を
算出し、若干の産業間比較を試みておこう。
第１表は、日銀「主要企業経営分析」から作成したものであるが、
資
本
金
一
○
億
円
以
上
の
第
一
部
上
場
会
社
を
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。
な
お
、
表示した時点は、エチレン・センター後発メーカーが設立され、そ
れによって化学工業の石油への原料転換にもとづく企業間競争が激
化
し
始
め
た
六
二
年
下
期
と
、
最
近
時
点
六
八
年
下
期
を
選
び
、
さ
ら
に
中
間
時
点
と
し
て
六
五
年
下
期
を
く
わ
え
た
。
し
た
が
っ
て
、
六
五
’
六
八
年
は
、
既
設
の
石
油
化
学
プ
ラ
ン
ト
の
大
型
化
の
時
期
に
ほ
ぼ
相
当
す
る
。
そ
こ
で
第
１
表
を
み
る
と
、
つ
ぎ
の
事
実
が
わ
か
る
。
す
な
わ
ち
、
側
常
用
従
業
員
一
人
あ
た
り
の
賃
金
水
準
に
お
い
て
は
、
鉄
鋼
業
の
優
位
は
疑
い
え
な
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第２表石油化学エ業における平均覚金とその増加率
平均賃金（月額） 増加率(年率）
企業類型
“年 6８年 64-68年
総合化学
…|裳
原料樹脂
(100） 
(100） 
（６７） 
（８８） 
101,767円（100）
101,633（100） 
64,700円
64,683 
43,650 
56,900 
14.3％ 
14.3 
（６４） 65,483 12.5 
（８７） 88,867 14.0 
通産省「わが国企業の経営分析」による。平均賃金は，各年下期の従業員１人
あたり人件費を示す。
い。石油精製業の賃金水準は鉄鋼業のそれをしたまわっており、化学工業
全
体
の
そ
れ
は
石
油
精
製
業
よ
り
も
下
位
に
あ
る
。
②
し
か
し
、
こ
れ
ら
の
格
差
は
、
六○年代において顕著に縮小しつつある。それは、賃金水準の上昇率をみ
れ
ば
明
白
で
あ
る
。
ま
ず
、
六
二
’
六
五
年
に
お
い
て
、
鉄
鋼
業
に
お
け
る
上
昇
率
が
年
率
九
％
に
と
ど
ま
っ
た
の
に
対
し
て
、
石
油
精
製
業
と
化
学
工
業
で
は
二
％
に
達
しており、さらに化学肥料工業では二○％ちかくにも達している。さらに、
六
五
－
六
八
年
に
お
い
て
は
、
鉄
鋼
業
で
の
上
昇
率
は
一
六
％
ち
か
く
に
も
上
昇
し
、
石
油
精
製
業
の
そ
れ
を
う
わ
ま
わ
っ
た
が
、
化
学
エ
業
に
お
け
る
上
昇
率
は
一
六
％
を
も
う
ま
わ
っ
た
の
で
あ
る
。
つ
づ
い
て
、
さ
ら
に
調
査
対
象
が
よ
り
明
確
に
限
定
さ
れ
た
通
産
省
企
業
局
編
「
わ
が
国
企
業
の
経
営
分
析
」
か
ら
作
成
し
た
第
２
表
に
よ
っ
て
、
の
ち
に
あ
き
ら
か
に
す
る企業類型別に石油化学関係企業の常用従業員一人あたり人件費とその動
向
を
み
て
お
こ
う
。
第
２
表
に
よ
る
と
、
⑪
賃
金
水
準
と
し
て
は
、
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
の
賃
金
歪
が
最
高
に
あ
り
、
石
油
化
学
先
発
メ
ー
カ
ー
ｌ
後
述
の
よ
う
に
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
ｌ
の
蔓
奉
も
こ
れ
と
ほ
ぼ
鬮
奉
に
あ
り
、
と
も
に
第
１
表
の化学工業の平均水準をうわまわり、鉄鋼業・石油精製業の賃金水準に接
近している。それに比して、原料樹脂メーカー、とくに石油化学後発メー
カー（エチレン・センター）の賃金水準はより低位にある。③しかも、六
130 
以上のように、鉄鋼業などを最高とする大企業グル１プにおける産業別賃金水準のなかで、石油化学工業の賃金
水準は最高位グループに属しており、一九六○年代、とくにその後半における賃金上昇の過程において、石油化学
工業における上昇率もきわめて高く、最近その上昇率が鈍化しつつある石油精製業の賃金水準に接近しつつある。
な
か
で
も
、
先
発
の
石
油
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
を
榊
成
す
る
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
や
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
賃
金
水
準
は
石
油精製業のそれをもうわまわっている、とみられる。しかしながら、以上のような比較によっては、雇用されてい
る労働力の属性とその属性ごとの需給関係に対応して、いかに賃金水準が高いのか、あるいは低いのか、という意
味での、其の産業別賃金水準の高低を規定することはできない。そこで、ここではさしあたり労働力の属性などを
近似的にあらわす年齢との相関において、化学工業における業種別平均賃金の高低を概観しておこう。
第１図は、やや古いデータであるが、それによれば、Ⅲ総合化学メーカーをはじめ、化学肥料メーカーのぱあい
は、平均年齢がより高いものにくらべれば平均賃金がより低くなっている。さきの鉄鋼業や輸送用機器のなかの造
船業のぱあいも、こうした総合化学と同類型に属する、とみてよい。③これとは逆に、石油精製業をはじめ、石油
化学メーカーとフィルム・メーカーのばあいは、平均年齢がより低いのにくらべて平均賃金がより高くなっている。
四’六八年の増加率でも、とくに石油化学後発メーカーにおける遅れが顕著であり、エチレンセンタⅢ先発・後発
メーカー間の格差は一層拡大している。また、この後発メーカーを別とすれば、他の企業類型に鐙ける増加率は年
率一四％に達しているが、第１表において一五％以上に達していた鉄鋼業・化学工業の増加率をしたまわっている。
しかし、この差は第１、２表の比較期間の相違にもとづく面が強く、第１表は賃金上昇率のより高い最近の現象を
強く反映しており、また化学工業平均についてみれば、従来、比較的低賃金だった医薬品メーカーなどの急上昇を
反映している、と推察される。
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円
叩
Ｍ
ｍ
伽
§
成
！
田
石
油
化
学
と
川
崎
化
成
は
、
よ
り
低
賃
金
に
な
っ
て
い
る
。
緯作
０
０
０
０
 
０
５
０
５
 
ｒ・し
これらの一一一社はひとしく石油ないしは類似ロ叩を原料と
４
３
３
２
 
す
る
石
油
化
学
メ
ー
カ
ー
で
は
あ
る
が
、
石
油
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
に
属
さ
な
い
誘
導
品
メ
ー
カ
ー
・
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
。
し
た
がって、われわれがこれまで確認してきた石油化学工業における高儒釜は、実は石油化学コンビナートを榊成する
蘂群ｌ‐とくにエチレン・センターｌにおける高賃金であったので窪・③そうだとすると、同じく石油化学
コンビナートの一員であり、日本オレフィン化学とほぼ同様の誘導品メーカーである古河化学の低賃金は、いかに
’ 
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’ 
'１ 
/、Ｌ 
｢化学経済」
ら作成した。
③その他の産業の賃金水準は、ほぼ平均的水準に位す
才８
 
３
か
内
るが、なかでも石油への原料転換が進みつつあった合
７
Ｊ
準
頤樒基
成樹脂メーカーと塗料・インキ・メーカーの賃金水準
３
務
・
は
②
グ
ル
ー
プ
に
ち
か
く
、
よ
り
高
位
に
あ
る
、
と
み
る
こ
と
鍼》『》
が
で
き
る
。
銅膣轆翻
つづいて、第１図の石油化学メーカー一○社のうち、
鉋ｒ、砿業
八社について、同様の比較を試みると、第２図がえら
釦
ね
ド
る
釦蝿や馴
れる。それによれば、⑪三菱油化をはじめ、日本石油
Ｐ
一
に
“蒋剰》》跳騨鈩葬Ⅶ鐸Ⅶ靴艸坤卵馴や繩奉》仔誹》勢澤》識劉
〃辨繩“平品メーカーの日本オレフィン化学も、このグループに
鮎
た
１
入
っ
て
い
る
。
②
こ
れ
に
対
し
て
、
八
幡
化
学
を
は
じ
め
、
秋
醗
Ｌ
第
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円
叩
側
０
 
０
 
卯
図
は
たりの「平均給与」方｝みると、二五・四
０
 
０
 
０
 
０
 
１
線
４
 
０
 
５
 
１
 
第
点
歳、四一、一一一一一一一円、二九・八歳、四九、
３
 
３
 
２
 
２
 
六五五円であり、さきの石油精製業ｚＣ・巴、Ｉ閏の水準をもはるかにうわまわっている。図総合化学メーカーの賃
金水準は以上のグループより低くなってなり、石油精製業のトップ・グループよりも五、○○○円ほど、エチレン
先発グループよりも一○、○○○円ちかく、それぞれより低位にあるとみてよい。③その他の化学肥料・誘導品メ
ーカーの賃金水準も平均すれば、総合化学メーカーと同水準にある、とみてもよいが、総合化学メーカーの賃金水
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第１図をみよ。○はコンビナートを榊成する企業を示す。
点線は第１図と同じ。
第２図石油化学エ業における企業別平均年齢．
，基準内平均髄金
’理解すべきか。この点はのちにふたたび
問題にすることにしよう。
さらに、比較的最近（六六年上半期）
のデータによって、同様の比較を企業類
型別に試みると、第３図のとおり、仙石
油精製業における基準内平均賃金の水準
が
最
高
位
に
あ
る
。
と
く
に
ｚ
Ｐ
ｇ
ｌ
閏
に
おいて⑩［最高をマークしている。この図
で
は
、
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て
示
し
ていないが、「有価証券報告書」などに
よって同じ時期の一一一菱油化と三井石油化
学における平均年齢と常用従業員一人あ
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るトップ・レベルを昭うわまわっている。㈲がとしく石油化学工業ではあっても、エチレン・センターを中核とし
て
石
油
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
を
構
成
す
る
企
業
群
が
、
他
よ
り
高
水
箪
に
あ
り
、
し
た
が
っ
て
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
内
誘
導
品
メ
ー
カ
↑
は
コンビナート外の誘導品メーカーよりもより高水準にある。側》総合化学メーカーの賃金水準は、石油化学・石油精
製業をも含めた化掌全体の平均的水準にある、とみてよい。⑤このような産業・企業類型別賃金水準格差は、先発
（４） 
エチレン・センターの企業群における賃金水準を蛾高位としてますます拡大しつつあるかにみ陰える。
（３）なお、のちに検討する三戸公「石油化学工業の労働と賃金」（「化学経済」六六年三月号、所収）によれば、たとえば日
本化学工業》協会の資料が示すとおり、石油化学コンビナート内外、あるいはエチレン・センターと繍導品メーカーとのあ
いだの貸金格差は、基地内貸金についてだけでなく、賞与についてもみられるのであり、さらに平均賃金の木地のみなら
ず
、
学
歴
・
年
齢
別
モ
デ
ル
賃
金
に
つ
い
て
も
認
め
ら
れ
る
。
１
兆
（４）ということは、少なくとも化学工業における最近の賃金上昇が、石油化学とくに先発エチレン・センターにおける賃金
上昇によってリードされている、ということにほかならない。ただし、リードされるとはいえ、具体的な賃金決定メカニ
ズ
ム
に
お
け
る
波
及
に
つ
い
て
い
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
。
賃金上昇の決定における波及ｌとくに意鰄的行動の波及ｌメカニズムについては、佐野陽子・小池和男・蘓剛英夫
縞己賃金交渉の行動科学－－禽輿金波及のしくみ－１』六九年（とくに一四五ページの５．１の図をみよ）や、われわれの
若干のヒヤリングによれば価つぎの攻圃実が重要である。
‐
す
な
わ
ち
、
⑪
化
学
工
業
に
お
け
る
賃
金
上
昇
の
決
定
は
、
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
に
お
け
る
賃
金
上
昇
の
決
定
に
意
搬
的
に
遡
拠
す
る
傾
向
が強い。②そのぱあい問題になるのが、総合化学メーカーにおける賃金上昇の決定であるが、それは、総合化学の個々の
大手企業が、相互に参考しあいながら、かつ鉄鋼・私鉄などの大手企業における決定を参考にしつつ、ある程度独自に決
定する。ある旧財閥系メーカーのように、他の総合化学メーカーと合化労連傘下の企業別組合との決定を参考にしつつ、
そ
れ
に
意
纐
的
に
上
菰
み
す
る
ケ
ー
ス
も
み
ら
れ
る
。
③
そ
う
し
て
決
定
さ
れ
た
総
合
化
学
に
お
け
る
水
麺
に
準
拠
し
つ
つ
、
肥
料
メ
ー
カ
ー
なり、有機製品などの誘導メーカーなりが、それぞれの製品市場での競争関係や資本系列によって規制された企業群ごと
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前
述
の
よ
う
に
、
石
油
化
学
工
業
に
お
け
る
賃
金
水
準
が
産
業
別
に
最
高
位
に
あ
り
、
動
態
的
に
み
て
も
先
発
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
賃
金
上
昇
に
よ
っ
て
リ
ー
ド
さ
れ
つ
つ
、
最
高
位
の
水
準
を
維
持
し
て
い
る
と
す
れ
ば
、
そ
の
理
由
は
な
に
か
。
こ
の
問
題を解明するためには、当然、石油化学工業だけでなく、ひろく産業別賃金水準の決定要因を解明しなければなら
な
い
。
し
か
し
、
こ
こ
で
は
そ
れ
だ
け
の
余
裕
は
な
い
の
で
、
以
下
、
も
っ
ぱ
ら
石
油
化
学
工
業
の
内
部
要
因
に
注
目
し
つ
つ
、
こ
の
問
題
に
接
近
し
て
み
よ
う
。
ま
ず
、
既
成
の
見
解
は
こ
の
問
題
に
い
か
に
答
え
よ
う
と
し
て
き
た
か
。
こ
の
点
を
あ
き
ら
か
に
し
、
そ
れを批判的に展開することによって、真の問題点と分析方法を提起することからはじめることとしよう。
（５） 
多数の論者にしたが』えば、ほぼつぎのとおりである。⑩化学工業一般もそうであるが、とくに石油化学工業や石
油
精
製
業
に
お
け
る
労
働
者
の
学
歴
水
準
が
他
産
業
よ
り
も
高
く
、
し
た
が
っ
て
賃
金
水
準
も
よ
り
高
位
に
あ
る
。
②
石
油
化
学
工
業
や
石
油
精
製
業
に
お
い
て
は
、
つ
ぎ
の
理
由
か
ら
、
賃
金
の
支
払
い
能
力
が
よ
り
大
き
い
。
す
な
わ
ち
、
①
溢
本
の
有
機
的
榊
成
が
よ
り
高
く
、
し
た
が
っ
て
付
加
価
値
生
産
性
も
よ
り
高
い
。
②
と
く
に
石
油
精
製
業
と
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
は
、
市
場
支
配
力
が
強
く
、
寡
占
価
格
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
③
製
造
原
価
に
占
め
る
労
務
費
比
率
が
と
く
に
低
い
か
ら
、
容
易
に
賃
金
上
昇
が
実
現
Ⅱ
賃
金
上
昇
の
決
定
要
因
にかなり標準化された決定が行なわれる。側このことは、石油化学専業メーカーのぱあいも同様であるが、標準化の程度
が弱い点、総合化学での水準をうわまわる点に、その特徴がみられる。⑤石油精製業においては、大手メーカーを代表す
る、第３図のｚＰｇがさきの総合化学のほかに、鉄鋼・電機・自動車工業の大手メーカーにおける決定を参考として、
独自に決定したあと、ｚ・・ごと競争関係にある大手のＺ。・９１国がｚＰ后に意繊的に準拠しつつ、それをうわまわる
水準の決定を行なう傾向がある。同様の大手のぱあいでも、ｚ◎・岳のようにｚ・・ごｌ国のような全石油傘下の労働組合
を
持
た
ぬ
ぱ
あ
い
は
、
ｚ
Ｐ
こ
の
決
定
に
準
拠
し
つ
つ
、
そ
れ
を
し
た
ま
わ
る
決
定
が
行
な
わ
れ
て
い
る
。
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達しない。資本の賃金に対する｝
り商い賃金を支払うのだろうか。
第二に、前述のような賃金の支払い能力の高さについて検討しておこう。まず、①資本の有機的構成の高さ↓高
い価値生産性も、このように無媒介には論証できない。少なくても、②の寡占価格の形成の強さや、③の労務費な
どのコスト要因を媒介項として挿入することが絶対に必要である。はたして、寡占価格が成立しているのだろうか。
また、より大きな超過利潤を形成できるほど、コストは十分低くなっているのか。これらの点は、またのちに検討
する。④そのうえ、新技術の開発が重要であって、労働力の節約は重要ではない。③石油化学コンビナートを構成
した企業は、いずれも親企業から配逼転換された労働者を中核としており、そのために親企業における賃金格差が
反映している。側問題の高賃金は、労働内容にその理由があるのではなく、労使関係をとくに安定化しなければな
らないことが最大の理由となっている。
以上の理解については、さまざまな問題があるが、ここではつぎの諸点をあきらかにしておく必要がある。
第一に、学歴構成がより高いことは、大学卒の技術・事務職員や、とくに交替勤務にあたる高校卒の運転工の比
重が大きい事実を考えれば、容易に理解できる。しかし、なにゆえ、より高学歴だから、より高賃金でなければな
ら
な
い
の
か
。
こ
の
点
は
常
識
的
に
は
当
然
の
よ
う
で
あ
る
が
、
理
論
的
に
は
あ
ま
り
明
碓
に
解
か
れ
て
い
な
い
。
結
局
は
、
労
働
力
の需給関係を媒介に入れて理解するしかないだろう。だが、単に短期的に需給関係が変動する、ということだけな
ら、それは賃金変動を説明するに過ぎない。したがって、より長期的に高賃金でありうるのは、高学歴の労働力に
対
す
る
薑
慶
ｌ
い
い
か
え
れ
ば
薑
価
値
ｌ
が
、
よ
り
低
学
歴
の
護
力
よ
り
過
よ
り
樹
い
か
ら
に
ほ
か
鞍
ら
な
い
．
さ
ら
に
、
②
の
賃
金
の
支
払
い
能
力
の
大
き
い
こ
と
↓
高
賃
金
も
、
実
は
こ
の
よ
う
な
需
給
関
係
を
媒
介
に
入
れ
な
け
れ
ば
、
正
し
い
理
解
に
到
達
し
な
い
。
資
本
の
賃
金
に
対
す
る
支
払
い
能
力
が
い
か
に
高
か
ろ
う
が
、
な
に
ゆ
え
、
需
要
度
の
よ
り
低
い
労
働
力
に
対
し
て
よ
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そ
れ
と
関
連
し
て
、
③
の
労
務
饗
比
率
の
低
さ
↓
賃
金
上
昇
は
、
い
か
に
理
解
す
れ
ば
よ
い
だ
ろ
う
か
。
い
わ
く
、
「
労
務
費
の
比
率が小さいぱあいには、同一率の賃上げでも、企業経営にあまりひびかないであろう。たとえば、労務費比率が一
五％であれば一○％の賃上げは一・五％のコスト上昇を意味するが、労務費比率が二％であれば、それは○・二％
のコスト上昇を意味にするにすぎない。」と。なるほど、この理解は、労働力以外のコスト要因、労働生産性およ
び製品価格の形成力を一定とすれば、勿論正しい。とすれば、さきにみたように大幅の賃金上昇が行なわれたぱあ
い、それが労働生産性の上昇によって吸収され、その結果、労務喪比率はコンスタントであったのか、かりに労務
饗比率が向上しても、他コスト比率の低下によって相殺しえたのか、もし相殺できなかったとしたら、それは製品
価格の上昇に転嫁しえたのか、などの、より立ち入った考察を必要とするだろう。
第三に、もともと石油化学工業にとって労働力の節約が重要ではないのだろうか。いわく、「石油化学の技術の
本質は、労務節約的技術でなく、新製品・新原料・新製法開発技術である」から、「相当の労働の節約ないしは過
剰
は
、
他
の
産
業
に
と
っ
て
は
、
経
営
の
致
命
的
問
題
と
な
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
石
油
化
学
に
と
っ
て
は
、
そ
れ
ほ
ど
の
重
要
性
を
もたない」と。たしかに、発展過程にある石油化学工業にとって技術開発が重要であることは疑いえない。しかし、
技術開発による利益がはたして石油化学工業に帰属し、賃金の支払い能力をより大きくするかどうかは、なお検討
を要するであろう。なぜなら、製品の需給関係、とくに前述のような市場支配の状態いかんによって、技術開発に
よる利益の帰属が決定されるからである。こうした問題を考慮しなければ、本質的に石油化学工業にとって労働力
節約が重要でないとは到底いえない。それどころか、一般に装置工業においては、設備の稼働率いかんに関係なく
運転要員がコンスタントであること、設備規模の変動に対してもある一定の範囲まで運転要員がコンスタントであ
す
る
こ
と
に
し
よ
う
。
138 
ることを考えれば、石油化学工業のぱあいも、いかに生産規模を拡大し、労働生産性を上昇させるかは、きわめて
重
要
な
問
題
点
で
あ
る
は
ず
で
あ
る
。
第四に、石油化学コンビナートにおける企業間賃金格差については、親企業である石油精製業なり化学工業なり
の企業における賃金格差を反映していることは否定できない。それは、Ｉの第２図においてみられた日本オレフィ
ン化学と古河化学の賃金格差が、すでに指摘されているように親企業である昭電・鋼管と古河電工との賃金格差に
よって規制されているのをみれば、明瞭であろう。しかし、こうした規制関係も、子会社創立当初にかぎられた現
象であり、当初の段階が過ぎ、新企業において特有の労働市場要因が作用するようになれば、弱化せざるをえない
で
あ
ろ
う
。
た
と
え
ば
、
従
来
の
見
解
の
、
第
二
の
②
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
製
品
市
場
支
配
力
の
差
な
ど
が
、
前
述
の
規
制
関
係
を
弱
める要因となるだろう。なお、この②についてはつぎのように指摘されている。すなわち、エチレン・センターの
企業は「独占的なトランスファー・プライスを設定することができる」のに反して、誘導品メーカーは、一面では
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
「
従
属
的
地
位
」
に
あ
り
、
他
面
で
は
総
合
一
貫
メ
ー
カ
ー
の
誘
導
品
と
競
争
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
、
コ
ス
ト
引
下
げ
を
強
く
せ
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
」
た
め
に
、
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
比
し
て
そ
の
賃
金
支
払
い
能
力
が
縮小せざるをえない、と。この点については、たとえばエチレン・センターの多数の製品がいわば原料的製品であ
り、「製品差別化」しにくいのに反して、誘導品メーカーの多数の製品は最終製品にちかく、それだけ「製品差別
化」しやすいことを考慮に入れれば、企業間競争の形態も、後者においてより寡占化しやすいことも考えられる。
し
た
が
っ
て
、
こ
う
し
た
指
摘
に
つ
い
て
も
、
く
り
か
え
し
コ
メ
ン
ト
し
て
き
た
こ
と
と
同
様
に
、
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
、
理
論
的
に
もより立ち入った検討が必要であろう。
第五に、石油化学工業あるいは石油精製業における高賃金は、「労働の内容面からの理由があるわけではない」、
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むしろ「装置の巨大化にともない労使関係の安定がとくに望まれること」にもとづく、という見解を、いかに理解
したらよいだろうか。まず、この見解については、賃金決定において、もともと直接的には「労働の内容面からの
理由があるわけではなどことをかさねて指摘しておかなければならない。つまり、「高級労働」↓高賃金ではな
く、代替性の低い「高級労働」を支出する労働者の生活水準がより高く、その生活水準が、「高級労働」を担当す
る労働力に対する強い需要を媒介として高賃金を規定するのである。
つぎに、「装置の巨大化」↓「労使関係の安定」という労働力需要側の論理は、いかに理解すべきか。この点に
ついてはのちにも解明しなければならないが、装置工業においては一般に装伍が巨大化すればするほど、稼働率の
変励において製造コストの水準が大幅に変動する。したがって、稼働率をできるだけ高く維持しなければならず、
（６） 
そのための要諦が「労働の内容」を強く規定する。単に予想されるように「労使関係の安定」を維持しなければな
らないだけでなく、一定以上の技能を持った運転要員が日常的に確保され、予防保全体制などが維持され、代替性
の
低
い
運
転
工
・
保
全
工
の
「
高
級
労
働
」
を
絶
え
ず
刺
戟
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
と
い
う
こ
と
は
、
一
定
の
質
肚
の
労
働
力
に
対
す
る
需要が、不断に満たされるかいなかが他産業以上に資本蓄菰に決定的な影響をあたえることを意味する。とくにこ
の点は、最近の「労働力不足」の激化や「合理化」による要員削減・配置転換という条件のもとで、ますます重要
（７） 
な要因になってきている。
（５）たとえば、前掲、三戸「石油化学工業の労働と賃金」（「化学経済」六六年三月号、所収）、正村公宏「化学工業の榊造
変化と労働運動」などの諸論稿「プェビァン研究」第一八巻第七・八号、所収）などをみよ。
（６）勿騰、装極の稼働率を規定する要因としては、このほかに、個々の企業が確保する市場規模の変動と操業度管理の諸技
術もまた重要である。
（７）このような実態については．われわれの共同研究の成果である「労働市鯛分析と労使関係婆因ｌ石油化学エ蕊へのア
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以上のとおり、石油化学工業における賃金ｌ利潤の対抗関係を解明するためには、まず製品価格、製造原価など
のコストおよび労働生産性などの動向を、できるだけ企業類型別に解明しなければならない。
⑩
製
品
価
格
の
低
落
と
そ
の
要
因
そ
こ
で
ま
ず
、
石
油
化
学
工
業
製
品
の
価
格
動
向
か
ら
み
て
い
こ
う
。
六
○
年
代
前
半
ま
で
、
工
業
製
品
の
卸
売
物
価
の
う
ち
、
い
わゆる「大企業性製品」価格の低下が顕著であったが、石油化学工業製品の価格はそのなかでももっとも大きな低
下
を
示
し
た
グ
ル
ー
プ
に
入
る
。
さ
し
あ
た
り
、
エ
チ
レ
ン
。
ベ
ー
ス
で
石
油
化
学
工
業
製
品
の
平
均
単
価
の
低
下
を
み
る
と
、
前
述
の
第
一
期
の
五
八
’
五
九
年
に
お
け
る
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
七
○
○
’
八
○
○
円
の
レ
ベ
ル
か
ら
、
第
二
期
の
六
二
年
に
は
五
○
○
円
に
低
下し、さらに第三期の六六年には三七○’三八○円まで低下している。ただし、第四期に入ってから、石油化学各
企
業
間
の
「
寡
占
的
協
調
関
係
」
が
あ
る
程
度
進
み
、
な
ん
ら
か
の
市
況
対
策
が
採
ら
れ
た
結
果
、
多
く
の
製
品
価
格
は
下
げ
止
ま
っ
た、とみられているが、前述のように第一一、三期、とくに第三期においては大幅の低下傾向がみられた。
このような石油化学工業製品価格の顕著な低下については、つぎの点を指摘することができる。すなわち、仙石
油化学工業製品の大部分のものが他産業の原材料であり、多くの鉄鋼製品やセメントなどと同様に、製品差別化し
（８） 
にくく、生産堂の増加は容易に価格競争を激化させること、②事実、第二期以降、石油化学工業への新規参入の激
化が製品価格をめぐる企業間競争を激しくさせたこと、③逆に、石油化学工業の産業としての拡大という面からみ
Ⅲ
製
品
価
格
と
コ
ス
ト
・
利
益
プローチー」（「日本労働協会雑鰭」七一年五月号、所収）竣どをみよ．さらに、拙籍『現代日本の雇用綱遭』第二章、
六六年、勉山直幸「装極産業の労働態様と労働力編成」（「季刊労働法」七○年久拳号、所収）もみよ。
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れぱ、このような製品価格の低下が市場拡大を促進し、とくに第二期以降、旧化学工業製品の駆逐を可能にしたこ
と、さらに、例ここではのちの課題であるが、石油化学工業における生産方法の高度化や生産規模の拡大によるコ
スト・ダウンが以上のような製品価格の低下の根拠となったのではないか、という推定も十分なりたつであろう。
それでは、石油化学工業においては「寡占価格」が形成されえなかったのだろうか。この点についてはより立ち
入った考察が必要である。
0５１０１５２０２５３０ 
万トン
通寵省「化学工業統計年報」による。正村公宏「化学産業にお
ける寡占体制」（中村秀一郎・杉岡FII夫・竹中一雄「日本産業
の蘇占体制』６６年、ｐ､205から引用した。
第４図石油化学プラスチックの生産皿と価格
の年次変化
勿論、以上のような価格低下は、製品別にかな
り異なっている。それについては、たとえば通産
省「化学工業統肚牛報」、同「月報」によって知
りうるが、ここでは石油化学によるプラスチック
原料価格の低下についてみておくと、第４図のと
おりである。この図は、介護〈間価格競争が激化し
た第二期から第三期にかけての実態を示している
が、高圧法ポリエチレンのぱあいもっとも明瞭な
ように、年を追って生産量が順調に増加し、それ
に応じて価格も低下している。しかし、中低圧法
ポリエチレンのように、六一’六三年には生産量
がそれほど増加していないにもかかわらず、価格
は急落した。それに反して、六三－六五年には逆
１４２ 
第３表石油化学エ業における製品価格の低下に対する各要素寄与率（％）
石油化学
原料樹脂企業類型 総合化学 先発｜後発
製品価格’ 100.0(△36.5）’100.0(△20.3） 100.0(△36.5） 
８３．３ 
７．１ 
9.0 
△７．７ 
９．３ 
100.0（△5.8） 
製造原価 ８１．２ 
８．４ 
１４．９ 
△５．０ 
０．５ 
167.6 
５．８ 
２４．０ 
９．９ 
△107.3 
252.1 
８．０ 
２２．０ 
△194.8 
１２，１ 
管理販売饗
金融費用
その他の費用
売上高純利益率
製品価格のカッコ内は価格指数の変化を示す（日銀「卸売物価指数年報」によ
る)。ほかは，通産省企業局編「わが国企業の経営分析」による。△はマイナス
の寄与を示す。のちの第６表もみよ。
に生産量が大幅に増加したにもかかわらず、価格は安定化した、とい
うケースもみられる。
こ
こ
で
は
、
こ
の
よ
う
な
個
別
製
品
の
価
格
分
析
を
試
み
る
余
裕
は
な
い
。
わ
れ
わ
れ
の
問
題
は
、
こ
う
し
た
価
格
変
動
が
、
川
い
か
に
製
造
コ
ス
ト
の
変
動
を
反映していたか、②それも企業間競争の過程を媒介としなければ反映
しないわけだが、そうではなくて、川の根拠を持たぬ販売競争独自の
成
果
だ
っ
た
か
、
③
こ
う
し
た
要
因
が
企
業
利
益
を
い
か
に
鶴
し
た
か
ｌ
結
局
、
寡
占
価
格
を
基
準
と
し
て
い
か
に
判
定
し
う
る
か
、
と
同
時
に
、
資
本
蓄
積
Ⅱ
賃
金
支
払
い
能
力
を
い
か
に
規
制
し
た
か
を
解
明
す
る
こ
と
で
あ
る
。
た
だ
し
、
以
下
の
分
析
で
は
、
Ⅲ
統
計
資
料
の
制
約
も
あ
る
の
で
、
六
四
’
六
八
年
、
つ
ま
り
設
備
の
大
規
模
化
が
進
ん
だ
第
三
期
に
つ
い
て
し
か
考
察
で
き
な
い
。
②
個
別
製
品
に
つ
い
て
で
は
な
く
、
①
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
、
②
エ
チ
レ
ン
・センター先発メーカー、③後発メーカー、および④原料樹脂メーカ
ーの四類型の企業群について測定する。③したがって、石油化学工業
製品の価格は、各類型の企業群におけるプロダクツ・ミックスの価格
を示すことになる。しかし、これも統計資料の制約から、①総合化学
メーカー皿工業化学品平均、②エチレン・センター叩プラスチック用
高圧法ポリエチレン、③原料樹脂メーカー函原料樹脂平均、の価格統
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計を使用するにとどまっている。さらに、㈹製品価格変動に対する各要素１－製造原価、一般管理販売費、金融費
（
９
）
・
用
、
そ
の
他
の
費
卿
売
上
高
純
利
葦
Ｉ
の
寄
曇
を
測
定
す
る
．
このような測定の結果によれば、つぎの事実が判明する。すなわち、第３表のとおり、⑩総合化学メーカー（住
友化学・三菱化成・三井東圧・昭和電工）における製品価格の低下は小幅だったが、その低下に対する寄与率は、
総費用の低下による部分が八八％にも達しており、のこりの一一一％が売上高純利益率の低下に依存している。ここ
では、営業外費用などのその他の費用が増加しているが、それを相殺してあまりあるほど大幅な製造原価の低下が
みられた。②エチレン・センター先発メーカー（日本石油化学・’一一井石油化学・三菱油化・東燃石油化学・住友化
学）のぱあいは、三七％もの製品価格の低下の九一％までが総費用の低下に依存しており、のこりの九％が純利益
率
の
低
下
に
も
と
づ
い
て
い
る
。
総
費
用
の
低
下
に
対
す
る
寄
与
で
は
、
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
に
お
け
る
ほ
ど
大
き
く
は
な
い
が
、
製
造
原
価
の
低
下
が
最
大
の
ウ
エ
イ
ト
を
占
め
て
い
る
。
③
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
後
発
メ
ー
カ
ー
（
出
光
石
油
化
学
・
丸
善
石
油
化
学）においては、製品価格の低下をちょうど相殺してしまう純利益率の上昇がみられる。こうした純利益率の大幅
な
上
昇
は
、
実
は
後
述
の
よ
う
な
赤
字
↓
黒
字
へ
の
転
化
を
示
し
て
い
る
に
過
ぎ
ず
、
こ
の
価
格
上
昇
要
因
は
そ
れ
を
六
○
％
も
う
わ
ま
わ
る
製
造
原
価
の
低
下
に
よ
っ
て
完
全
に
吸
収
さ
れ
て
い
る
。
例
原
料
樹
脂
メ
ー
カ
ー
（
チ
ッ
ソ
・
電
気
化
学
・
信
越
化
学
・
大
日
本セルロイド・日本ゼオン・日本カーバイド・鐘淵化学・旭ダウ・日本合成ゴム）においては、その製品がエチレ
ン・メーカーの製品よりも差別化しやすいことを反映しているためか、その価格低下も二○％程度にとどまってお
り、その寄与率に占める純利益率の低下も、わずかに○・五％に過ぎない。したがって、製品価格の低下はその九
九・五％までが製造原価の低下を中心とする総費用の低下に依存している。
このように、Ⅲ石油化学製品の価格指数の低下は、企業類型別にその程度が異なっているが、主として製造原価
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の大幅な低減によってもたらされたことはいうまでもない。こうしたコスト・ダウンが、たとえば総合化学メーカ
ーにおける金融費用以外の営業外費用の増加やエチレン後発メーカーの純利益率の黒字化による製品価格上昇要因
をも吸収してしまったのである。このような特殊な価格上昇要因をかりに無視するとすれば、第３表でみた価格低
下に占める製造原価の低下による寄与率は、いずれの企業類型においても八○％台に達する。それと同時に、②前
述のエチレン後発メーカーのぱあいを別とすれば、売上高純利益率の低下がある程度まで製品価格の低下に寄与し
た事実にも注目しておかなければならないであろう。とはいえ、この事実をもってして、寡占利潤の形成を否定す
る
こ
と
は
到
底
で
き
な
い
が
、
少
な
く
と
も
計
上
純
利
益
の
動
向
か
ら
は
寡
占
利
潤
の
拡
大
を
秋
極
的
に
実
証
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
②
製
造
原
価
の
低
下
と
コ
ス
ト
要
因
つづいて、製品価格の低下の最大の要因であった製造原価の低下について、その規制要因の寄与率をあきらかに
し
て
お
こ
う
。
そ
の
結
果
は
、
第
４
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
それによると、仰総合化学メーカーのぱあいは、製造原価の低下の六一％が原料費の低下にもとづいている。こ
の原料費の低下は、一つはいうまでもなくナフサへの原料転換によると同時に、もう一つには、のちにもあきらか
であろう。
（８）エチレンやプロピレンから誘導される製品のなかには、製船グレイドの差別化が行なわれ、価格競争が制限されやすい
製
品
が
あ
る
の
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
（９）その鄙肛興方法は、つぎのとおりである。生産鉱ｌ“年ⅡＱ、“年Ⅱｑ、売上高ｌＲ、Ｒ、総費用ＩＣ、ｏ、純利益Ｉ
ＲＰとすれば、製品》抑格の変化は、つぎのように示される。
小‐率Ⅱ（ｍｉ飯）十（牛‐中）
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質テ第４表石油化学エ業における製造原価の低下に
第をイ 対する各要索寄与率（％）
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ティリティーからなる減価償却費以外のその他の経費は、生産規模とはほとんど関係がない。このように、その本
質を異にするコスト要因の前述のような低下がつぎに解明されなければならない。
第一に、原料童そのものは、原単位が一定であるかぎり生産趣の増加に比例して増加する。したがって、前述の
ように生産型一単位あたりの原料饗が減少したのは、原料単価の低下以外にその原因はない。したがって、たとえ
ば原料樹脂メーカーなどの誘導品メーカーのぱあいは、エチレン・センターが供給するエチレンやプロピレンやプ
石油化学
企業類型 総合化学院 原料樹脂発｜後発
う０－６１４６
罠
！
第３表による。
にする原料の総合利用化による原料費の低下による。②寄与が大きい点
では、原料樹脂メーカーにおいてより顕著である。それは、樹脂原料の
石油製品化のためである。
これらに対して、エチレン・センターのぱあいは、原料費の低下と並
んで、あるいはそれ以上に減価償却費を含む経餐の低下が大きな寄与率
を示している。すなわち、③まず先発メーカーのぱあいは、原料饗と経
費の低下がいずれも四○％以上に達している。これに対して、㈹後発メ
ーカーにおいては、原料費三七％、経費六○％であり、減価償却饗を中
心
と
す
る
経
費
の
低
下
に
よ
る
寄
与
が
一
層
い
ち
じ
る
し
く
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
両者に共通していることは、総合化学・原料樹脂メーカーのぱあいに比
し
て
、
労
務
費
の
低
下
に
よ
る
寄
与
が
よ
り
小
さ
く
な
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こうした規制要因のなかで、たとえば減価償却費の低減は、生産規模
の拡大と密接に関連している。これに反して、原料費と、補修費や１１
の他の経費は、生産規模とはほとんど関係がない。このように、その本
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タジエンなどの原料単価の低下がそれである。これに対して、ナフサ分解を行なうエチレン・メーカーのぱあいは、
ナフサ価格の低下がそれであるが、それ以外につぎのことも問題になる。というのは、たとえばエチレンの原料費
を算出するぱあい、ナフサの分解によって同時に生産されるプロピレンなどのＰＩＰ留分やブタジエンなどのＢｌ
（、）
Ｂ留分などの販売額が原料ナフサの購入費から控除されるからである。したがって、エチレンの原料費はこのよう
な留分がどれだけ販売されるかによって大きく変動する。そこでこのぱあい、ナフサ分解による全製品の利用度が
× “皿的印加印卵側卯鋤、
第応してある限度までは生産趣一単位あたりの減価償却
円
プ
ラ
ン
ト
随
投
肌
伍
費が逓減する、ということにつきる。⑪設備能力によ
ロ
メ
巴
込
［
」
。』‐
75年
重
要
な
要
因
と
な
る
。
そ
の
た
め
に
、
最
近
の
よ
う
に
こ
れ
ら
副年模ノ現
の製品の液化輸送技術がある程度まで開発・利用され
ン
卜
仙泳奔『》搭費るようになるまでは、あるコンビナートにおける製品
麹、鉢“多角化の程度が原料コストを規制するシーリアスな問
如嶢鐇曉蠅題舳二隣）肺Ⅲ鮴肌鮴嘘艀狂いは、うえの原料や１１
石測収蓮テイリテイのコストと異なり、生産規模の変動に応じ
ｒ
予
所
，
如捧鐸弔“て変化する・ここで生産規模の変動というぱあい、仙
村
省
ぬ
ト
田産ｊン一定能力の設備の》密鋤率の変動と、②設備能力そのも
、
・
通
析
ラ
光
く
分
プ
の
変
動
と
に
分
け
て
考
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
と
い
っ
て
も
、
５繩桐躯図理論的には、いずれのぱあいでも、生産量の増加に対
佐
分
の
５
る差異は、第５図の石油化学プラント規模別建設単価をみれば明瞭である。建設単価は、実は建設の時期によって
も若干異なるし、また装置・機器別にかなり異なるが、能力規模別平均単価としては、図示したように年産二○万
トン級まで急激に低落する、と推定されている。ここに、いわゆる資本の有機的構成が高い装置工業に特有なニス
（、〉
卜要因の特殊性が一示されている。かりに減価償却の方法が一定だとすれば、第５図の建設費の低下率はそのまま減
価償却費の低下率を示すことになる。②稼働率による差異はすぐのちに推定するが、長期的には稼働率は固定的だ
っ
た
と
み
て
よ
い
か
ら
、
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
第
４
表
で
み
た
減
価
償
却
費
の
大
幅
の
減
少
は
、
ま
さ
に
第
三
期
に
お
け
る
プ
ラ
ン
ト
積の大型化によって主としてもたらされた、ということになる。
祷第一一一に、労務費については、とくに装置工業のばあい、つぎの点に注目する必要がある。というのは、生産量一
資単位あたりの労務費は、実は減価償却費より以上に生産規模の拡大につれて逓減する、ということである。なぜな
と甥ら、装置工業のぱあいは、生産量が変動しても、雇用量はほぼ一定で対応しうるからにほかならない。勿論、そう
（⑫） 
“した対応関係は製品別に異なるが、多数のケースを総括した結果にしたが塗えば、つぎのとおりである。いま、生産
稻堂をＸとし、各種の費用が生産量の何乗かに比例する、とすれば、石油化学工業のぱあいは、原料費Ⅱ斑、設備
６
 
嘩費Ⅱ沙、労務費Ⅱ班となる。設備費は、製品別に、○・五一一一’○・六六に分散しているに過ぎないが、労務費は
０
 
蕊○・○○’○・四四にも分散している。ただし、合成ゴムは、一にちかく、生産堂の変動にともなう労働生産性の
催変動はきわめて小さいが、それに対してエチレンやブタジエンなどのナフサ分解製品や、その誘導品であるエチレ
油石ンオキサイド、メタノール、アンモニア、尿素などの低分子量製品およびアクリルニトリルやカプロラクタムなど
７の合繊原料は、０にちかく、生産量の変動にともなう労働生産性の変動はきわめて大きい。
４
 
１
石
油
化
学
工
業
に
お
け
る
労
務
費
に
》
」
の
よ
う
な
特
質
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
さ
き
の
第
４
表
の
よ
う
に
、
な
に
ゆ
え
労
務
費
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同
じ
減
少
率
で
労
務
費
が
縮
小
し
た
と
し
て
も
、
そ
の
寄
与
率
は
よ
り
小
さ
く
な
る
。
た
と
（囮）
え
ば
、
外
国
の
エ
チ
レ
ン
・
プ
ラ
ン
ト
の
事
例
で
み
て
も
、
年
産
一
○
万
↓
三
○
万
ト
ン
に
増
大
し
た
ば
あ
い
、
減
価
償
却
費
は
一
九
・
二
％
↓
一
四
・
五
％
に
低
減
す
る
に
過
ぎ
な
い
が
、
労
務
費
は
二
・
七
↓
一
・
○
％
に
も
減
少
す
る
。
し
た
が
っ
て
減
少
率
で
は
労
務費の方がより高いのであるが、減少幅そのものでは減価償却費の方がより大きいのである。
こ
れ
ま
で
み
て
き
た
よ
う
な
コ
ス
ト
要
因
の
変
化
に
よ
っ
て
、
石
油
化
学
工
業
製
品
の
製
造
原
価
は
生
産
量
を
増
大
す
る
に
応
じ
て
一定水準まで逓減することになる。それをエチレンの製造原価について示すと、第６図の長期澱用曲線のようにな
る。この図についてとくに注目しなければならないのは、長期費用曲線はさきの第５図からも想像されたように、
少なくとも一○万トンを超えればきわめてなだらかなカーヴを描くに過ぎないのに反して、短期費用曲線の方はよ
り急カーヴを描く、という事実である。このことは理論的にはきわめて当然の事実であるが、石油化学工業のぱあ
いこの対照がとくにするどくあらわれる点が重要である。短期費用曲線は、プラントの稼働率の変動に対応する。
第５表製造原価中の労務蜜
（ 
欝愛比壷
96） 
6s年
'491 
1121 
２．０ 
－垣l］
ら。
(1)の
な低
ん下
ら’こ
かよ
のる
原籍ｉＦ
因与
で率
、が
一あ
定の
のよ
)1Ｈう
用に
世小
にさ
よカユ
てた
はの
生で
産あ
波ろ
傭う
のカョ
大゜
型そ
化の
に理
対由
応と
しし
切て
れＩま
企業類型’６４ 年
総合
石油化学
15.2 
11.6 
２．３ 
原料 13.4, 
◎小ⅢｗＪｚｎ０ハゲｒｒ・リマ伝欣ｖ肘Ⅱ〃トレⅡ脾》』に０〃〃ｖやけⅢ、』ｌＪＪ０・可些ｊＬ８■。字ＪｂＵｊ尖一「ｎ足。ⅦⅢ〃ｍ０ｆⅦ』ニゴノ阜弓□ｍ０ｊＬ１ｊ、／ｒⅢ〆ｂＩＩＣ４Ｌ二日■■百
るょ
な
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
、
し
た
が
っ
て
一
定
の
雇
用
拡
大
が
行
な
わ
れ
る
と
同
時
に
、
ナ
シ」
鶴でにあきらかにした大幅の賃金上昇をみたこし」を挙げなければならないだろう。
誠さらに、ここではつぎの理由にも注目しておかねばならない。②それは、製造
熱原価のなかに占める労務費比率がきわめて低い、ということである。それを企
騨業類型別にみると、第５表のようにエチレン後発メーカーの一一％台を別とすれ
ば
、
い
ず
れ
も
一
○
％
台
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
こ
れ
よ
り
比
率
の
商
い
原
料
費
や
経
饗
と
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スト・カーヴにほかならないが、第６図によると、かりに年産五○万トンのプラントであっても、これを五○％し
か稼働できず、一一五万トンしか生産できなかったとしたら、その製造原価は、一○万トン・プラントを一○○％稼
働したぱあいの製造原価よりも高くなってしまう。
円/k９
５０ 
4， 
3０ 
線
2０ 
長期費用曲線
５１０２０３０４０５０(万トン）
前掲，佐和・田村（『日本産業の計埜分析』Ｐ、158）
により作図した。６８年に建設されたプラントを仮定
している。
第６図エチレンのプラント規模稼働率別製造原価
そうとすれば、この事実はわれわれにとって決定的
に重要なことを示している。すなわち、石油化学工業
におけるコスト変動にとってもっとも重要な要因は、
設備の稼働率をできるだけ向上させるような操業度管
理であり、それを規制する生産管理・労務管理、そし
て労使関係のあり方でなければならない、ということ
である。したがって、さきの労務費比率の低さによっ
ては、こうした資本・労働力関係の決定的に重要な意
義は到底示しえないである。このような操業度管理に
規定された労働力需要と一定の技能を有する労働力供
給との、緊張した需給関係が、前述した賃金の水準と（皿）
二」の上昇を規制する内在的要因となっているのである。
（、）その計算例については、前掲、渡辺『石油化学工業』
八
四
ペ
ー
ジ
な
ど
を
み
よ
。
（ｕ）このような規模の経済性については、貞木展生「石油
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第６表石油化学エ桑における売上高利益率の変化に対する各要索の寄与率
（ポイント）
山型ＩＥ
孫瀦
現価価却劉
金臓
歯うり町
第３表をみよ。△はマイナスの寄与を示す。カツ＝内は，粗利益率の
変動ポイントを示す。
企業類型 総合化学
石油化学
先発 後発 原料樹脂
売上頂i純利益率（１） △０．３７ △0，６２ 40,48 0．９８ 
卸売価格②
製造原価
原料饗（３）
労務費（４）
経饗（５）
うち減価償却費（６）
．融費用（７）
一般管理販売費（８）
その他の饗用（９） ９１１８３７８３４ ７０５６４０２６７ ●●●●●ＯＳ□● ３０４３３８３２２ ３３１ １ △ △ ロ４４４■上０４（己ｑ》ｎＶ『上戸ｂＰＤ【０４－、⑨汀Ｉ行Ｉｑ〕戸、ｏ】●０●●●■●●● ５４９２３１１０１ １ １ △ △ ０９１０８６９９８ １３４４０８９６９ ●■■●●●●●● ９６２２３１２１０ １１１ △ △ ９９９９８６１５１ １５８５１７４０６ ●●●●●●●●● ５１４１０４８２３ ３６２ ４２ △ 
漁寄与率
繭
‐
ｌ
Ｉ
ｊ
ｉ
ｊ
ｌ
．
．
；
繩を知った。つづいて、そ』
蹟ず、売上高純利益率の変ル
硯この分析のなかでは、当竺
職均賃金であるが、原価榊李
滝（労務費．｜・生産高）とし一
率分析しなければならない。
業工
さ
て
、
石
油
化
学
工
業
に
一
筆・化え
ら
れ
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
油石
に
お
い
て
、
六
四
年
の
売
上
一
一
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すでにわれわれは、石油化学工業における六四－六八年の製品価格・コスト各要素および売上高純利益率の動向
を知った。つづいて、それらを再榊成し、利潤ｌ賃金の対抗関係を解明してみなければならない。そのために、ま
Ｂ） 
ず、売上高純利益率の変化を、製品価格とコスト各要素の変化がいかに規制したかを分析することからはじめよう。
こ
の
分
析
の
な
か
で
は
、
当
然
、
賃
金
は
労
務
費
と
し
て
現
わ
れ
て
く
る
。
そ
し
て
、
労
務
費
総
額
は
い
う
ま
で
も
な
く
雇
用
盤
×
平
均
賃
金
で
あ
る
が
、
原
価
榊
成
の
な
か
で
そ
れ
は
さ
ら
に
労
働
生
産
性
（
生
産
壁
…
願
用
避
）
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
た
労
務
費
比
率
（労務費…生産高）としてあらわれる。したがって、利潤１賃金の関係を解明するためには、労働生産性の動向を
え
ら
れ
る
。
そ
れ
に
」
において、六四年（
し
か
し
、
そ
の
な
か
一
なければならない。
化学における規模の経済性」（越後和典編『規模の経済性』六九年、所収）もみよ。
（⑫）前掲、貞木（越後縞、八四、八八ページ以下）をみよ。
（皿）前掲、渡辺『石油化学工業』三四ページをみよ。
、）よりくわしくは、前掲「労働市場分析と労使関係要因」（「日本労働協会雑誌」七一年五月号、所収）をみよ。
Ⅳ
企
業
利
益
と
労
働
生
産
性
石油化学工業における売上高純利益率の動向とそれに対する各規制要因の寄与率を測定すると、第６表が
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
売
上
高
に
占
め
る
純
利
益
率
は
、
前
述
の
よ
う
に
赤
字
↓
黒
字
に
転
じ
た
後
発
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
、六四年の売上高の四○％にも達するほどの上昇がみられるほかは、それほど大きな変化はみられない。
そのなかで、総合化学メーカーと先発エチレン・センターの売上高純利益率が低下していることに注意し
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つぎに、こうした純利益率の変化に寄与した各要因の動向に目を転じると、つぎのとおりである。⑩総合化学の
ばあいは、製品価格の低下と営業外費用などのその他の費用の増大によるマイナスの寄与が、前述のような製造原
価や金融費用などの低下によるプラスの寄与によって完全に相殺しきれなかったのである。②先発エチレン・セン
タ
ー
に
お
い
て
も
こ
れ
と
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
が
、
こ
こ
で
は
と
く
に
製
品
価
格
の
低
下
に
よ
る
影
響
が
六
四
年
の
売
上
高
に
対
し
て
三
○％以上にも達しており、このマイナス要因が、前述のような原料饗をはじめ減価償却費や金融費用の低下による
プ
ラ
ス
の
寄
与
を
吸
収
し
つ
く
し
て
し
ま
っ
た
の
で
あ
る
。
③
こ
れ
ら
の
要
素
の
動
向
は
、
後
発
セ
ン
タ
ー
の
ぱ
あ
い
も
側
の
そ
れ
を
う
わ
ま
わ
る
ほ
ど
大
き
か
っ
た
が
、
前
述
し
た
中
間
製
品
の
有
効
利
用
化
に
よ
る
原
料
費
の
低
減
と
、
操
業
開
始
の
当
初
に
お
け
る
急
速
な
償
却
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
る
減
価
償
却
費
の
軽
減
と
が
六
四
年
の
売
上
高
に
比
し
て
合
計
五
○
％
ち
か
く
に
も
達
し
て
お
り
、
先
発
セ
ン
タ
ー
の
ぱ
あ
い
と
同
様
の
製
品
価
格
の
低
下
に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
負
担
を
そ
れ
で
カ
ヴ
ァ
ー
し
、
な
お
前
述
の
よ
う
な
純
利
益
率
の
向
上
を
み
た
の
で
あ
る
。
側
こ
の
よ
う
な
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
に
く
ら
べ
れ
ば
、
原
料
樹
脂
メ
ー
カ
ー
の
ぱ
あ
い
は
、
そ
れ
よ
り小さいが、やはり製品価格の低下によるマイナスを、前述のような原料転換による原料費の低下をはじめ、金融
費用などの低下によるプラスによってカヴァーしたのである。
このように、石油化学工業における売上高純利益率の変化は、既存メーカーの増産と一三－．エントリーの増加
による製品価格の低下を前述のような製造原価をはじめ、金融餐用や一般管理・販売饗の低下によって、いかにカ
ヴァーするかにかかっていたのである。総費用のなかでは、とくに原料転換と中間製品の有効利用化にもとづく原
料費の低下によるプラスの寄与が大きく、とりわけエチレン・センターにおいて減価償却費の低下とともにより顕
著になっている。これらのコストにくらべれば、労務費の低下による寄与はすでにあきらかにした理由によって比
較的小さい。それでも、とくに労務費比率の低い後発センターを別とすれば、他の企業類型では、六四年の売上高
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第７表石油化学エ桑における労務費比率・貸金・労働生産性の変化
（年率，％）
石油化学
企業類型｜総合化学 原料樹脂先発｜後発
務費比率
金
働生産性
労
賃
労
△6.0 
１４，３ 
△１６．３ 
１２．５ 
△１１．４ 
１４．３ 
４７．４ 
△７．０ 
１４．０ 
２９．４ 26.8 82.7 
第３表をみよ。
に比して一一’三％台に達している。ここでは諺より本質的な利潤ｌ賃金の関係
を
解
明
す
る
た
め
に
、
純
利
益
に
減
価
償
却
費
と
金
融
費
用
を
含
め
た
粗
利
益
の
対
売
上
高
比
率
の
変
化
に
対
す
る
労
務
費
の
低
下
に
よ
る
寄
与
を
あ
き
ら
か
に
し
て
み
る
と
、
第
６
表
の下欄のとおりである。それによれば、粗利益率は後発センターのぱあいでさ
え七・三ポイント上昇したに過ぎず、他の企業類型ではすべて低下しており、
当
然
、
純
利
益
率
の
低
下
幅
よ
り
増
加
し
て
い
る
が
、
も
し
労
務
費
が
低
下
し
な
か
っ
た
な
らば、それ以上に大幅に低下したことは明瞭である。とくに総合化学と原料樹
脂
に
お
い
て
は
、
現
実
の
粗
利
益
率
の
六
○
％
以
上
も
低
下
幅
が
拡
大
し
た
こ
と
に
な
る
。
ま
た
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
の
ぱ
あ
い
も
、
二
○
’
三
○
％
の
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
た
は
ず
で
ある。冒頭であきらかにしたような顕著な賃金上昇にもかかわらず、なにゆえこの
よ
う
に
労
務
費
が
低
下
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
れ
は
、
ま
さ
に
、
つ
ぎ
に
示
す
よ
う
な
労
（油）
鋤生産性の大幅な上昇にもとづいていたのである。すなわち、第７表によると、
賃金上昇率はさきにもみたように年率で一○％をもうわまわっているのに対し、
労働生産性の上昇率は、総合化学・原料樹脂メーカーにおいても二○％をうわ
まわり、三○％ちかくに達しており、装置の大型化が進んだ先発エチレン・セ
ンターでは四七％に達し、さらに稼働率の向上が顕著だった後発エチレン・セ
ンターでは実に八三％にも達している。その結果、労務費比率は、総合化学．
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第８表亜化学化学エ業における労務費比率・撹金・労働生産性の変化
（年率，％）
鋼業｜石油精製業｜化学工業 坐学蝋業産 鉄
剛“三“｜躯一啄仁”
》一》三》・碑》
靜》一』三
△５．１１△３．３ 
△５．２１△６．５ 
11.1 11.4 18.5 
13.9 16.2 14.5 
10.3 19.6 24.2 
労働生産性
65-68年 22.1 17.1 25.4 26.1 
第１表をみよ。
原料樹脂メーカーでも年率六、七％も低下し、さらにエチ
レン・センターでは二、一六％も低下したのである。こ
のような大幅な労働生産性の上昇と労務饗比率の低下が、
重化学工業のなかでもいかにきわだって顕著なケースであ
ったかは、第８表の鉄鋼業、石油精製業および化学エ業一
般と比較してみれば明瞭である。
（通）その計算方法は、注（９）を組み替えたものである。すな
わち、生産鐘ｌ鎚年ⅡＱ、肥年ⅡＱ、製品価格ＩＰ、Ｐ、
総
費
用
Ｉ
Ｃ
、
Ｏ
と
す
れ
ば
、
売
上
高
純
利
益
率
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
に示される。
石
、
Ｃ
、
－
○
、
勺
Ｃ
－
Ｃ
○
○
、
勺
ａ
閑
ら
Ｉ
用
ら
冠
Ｑ
Ⅱ（十‐小）叩十十（小‐恥）
この式の前項は、製品価格変動要因を示し、後項は総費
用変動要因を示し、後項は、すでにみた各コスト要因に分
解しうる。なお、勺Ⅱ】とすると、右辺はつぎのようにな
る。
（超）労働生産性上昇率の測定方法は、つぎのとおりである。
さきと同様に、雇用鼬ｌＬ、ｒ、賃金１Ｗ、ｗ、生産童Ｉ
〆￣ヘ
ー
ロ|僧
ＺＪ５ 
－ト
ーーヘ
ck， 
・。
～－－ 
積これまでわれわれは、石油化学エ業における賃金上昇が企業利益に対していかなる影響をあたえているかを解明
籍してきた。それを総括し、それに関連した考察をつけくわえれば、つぎのとおりである。
蹟第一に、石油化学工業においては、概して年齢構成の低い労働者の属性に比して、おそらく重化学工業のなかで
畷最高の賃金水準に達しているにもかかわらず、顕著な賃金上昇が続いている。この現象は、要員削減と装置の巨大
麩化によって一厨重要になった一定以上の稼働率の日常的維持のために高まりつつある労働力需要の緊張と、現実の
滝雇用拡大と労働力不足にもとづく労働力需給関係の逼迫から説明できる。そのぱあい、既存の化学工業と石油精製
傑業などからの石油化学工業への進出あるいは石油化学プラントの増設は、多くのぱあいスクラップ。アンド・ピル
蕊Ｆ方式で展開したのだから、旧プラントで過剰要員が発生せしめられ、それが石油化学プラントに配転せしめられ
催る形で、労働力需給関係が調整されている。しかし、それについて注意しなければならないことは、これらの配転
熱要員の全体はかならずしも真の意味での「過剰労働力」とはいいきれないということである。なぜなら、かれらの
５大部分は新プラントの操業のために技術的に不可欠な要員だからである。さらに、現実に雇用壁が絶対的にも拡大
５
 
１しなければならない状況のもとでは、一般的な「労働力不足」の影響のほか、交替制勤務を忌避する労働者の増加
ｖ
賃
金
上
昇
と
資
本
蓄
積
Ｑ、Ｑ、生産高に占める労務費比率－Ｖ、Ｖとすれば、つぎの関係式が成立する。
Ｉ
 
Ｃ
、
Ｃ
三
・
諄
「
『引ＩＨⅦⅡ１割Ⅶ－ぐ
Ｆ二三Ⅱ”ぐ
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による影響なども強くあらわれており、さきにみた高賃金のもとでも石油化学工業においてとくに緊張している労
働
力
需
要
は
か
な
ら
ず
し
も
十
分
に
充
足
さ
れ
て
は
い
な
い
の
で
あ
る
。
第二に、このような雇用拡大をともなった賃金上昇にもかかわらず、したがって労務費総額の増大にもかかわら
ず、売上原価に占める労務鶴の比率は低下していることが問題になる。こうした賃金上昇↓労務饗比率の低下の根
拠は、まさに前述のような大幅の労働生産性の上昇にあった。しかしながら、企業利益への寄与という点では、他
コ
ス
ト
要
因
に
比
し
て
労
務
費
比
率
の
低
下
に
よ
る
影
響
は
決
し
て
大
き
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。
そ
の
理
由
は
、
一
面
で
は
、
と
く
に石油化学工業のぱあい原価柵成に占める労務費比率がせいぜい一○数％どまりであり、比較的低い、ということ
（Ⅳ） 
と
も
に
、
他
面
で
は
前
述
の
と
お
り
原
料
費
の
比
率
が
大
幅
に
低
下
し
た
か
ら
で
も
あ
る
。
し
か
し
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
賃
金
・
労
務
費
に
か
か
わ
る
問
題
が
石
油
化
学
工
業
に
お
い
て
重
要
で
は
な
い
、
と
い
う
こ
と
を
、
少
し
も
意
味
し
な
い
。
そ
れ
は
、
二
重
の
意
味
に
お
い
て
で
あ
る
。
一
つ
は
、
も
し
労
務
費
比
率
が
あ
の
よ
う
に
低
下
し
な
か
っ
た
な
ら
ば
、
粗
利
益
率
の
動
向
、
と
く
に
純
利
益
鱸
の
鋤
向
に
と
っ
て
か
鞍
，
大
き
な
ｌ
な
か
で
も
、
労
務
費
比
率
が
比
較
的
薇
い
総
合
化
学
メ
ー
カ
ー
や
多
く
の
甕
品
メ
ー
カ
ー
に
お
け
る
膣
ど
よ
り
大
き
な
Ｉ
マ
イ
ナ
ス
負
担
に
な
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
．
も
う
一
つ
、
よ
り
本
質
的
な
こ
と
は
、
塁
の
労
務饗によって雇用された労働力の供給がもし現実の労働力需要をある程度以下にしか満たしえなかったとしたら、
前述のような労働生産性の上昇はおろか、原料費などのコスト低減も生産拡大も、すべてのことが決してあのよう
に
は
実
現
し
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
第三に、このようなコスト低減によって、企業利益は向上したかといえば、後発エチレン・センターのぱあいを
別として、あきらかに否であった。その理由は、さきにみたような製品価格の低下があまりに大幅だった事実に求
め
ら
れ
る
。
こ
の
ば
あ
い
、
資
本
蓄
秋
の
ロ
ジ
ッ
ク
と
し
て
は
、
あ
ら
ゆ
る
マ
イ
ナ
ス
負
担
を
す
べ
て
労
働
力
商
品
と
資
本
と
の
交
換
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関
係
に
よ
っ
て
社
会
的
に
処
理
す
る
こ
と
に
そ
の
本
質
が
あ
る
の
だ
が
、
わ
れ
わ
れ
の
観
察
期
間
に
お
い
て
は
そ
れ
は
不
可
能
で
あ
っ
た
。
そ
の
よ
う
な
結
果
を
も
た
ら
し
た
製
品
価
格
の
低
下
は
、
し
か
し
な
が
ら
、
そ
れ
に
よ
っ
て
既
成
製
品
を
駆
逐
し
、
石
油
化
学
工
業製品の市場を急激に拡大する効果をもたらした。このような製品価格の低下を促進したのは、既設プラントにお
ける増産とニュー・エントリーの増加による企業間競争の激化であった。後発エチレン・センターが操業を開始し
％ 
ノー■凸
:二二Ｌ
前掲，通産省企業局編，各年度期による。
税引後の純利益率を示す。
第７図化学エ業における売上高純利益率の変動
では、寡占利潤が成立する根拠は
な
か
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
そ
れ
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
考
察
は
企
業
利
益率の変化をあきらかにしたに過
ぎ
ず
、
そ
れ
に
よ
っ
て
答
え
る
こ
と
は
できない。
第四に、われわれは企業利益率
そ
の
も
の
の
水
準
の
動
向
を
あ
ら
た
め
て考察しておかなければならない。
た
第
二
期
以
降
、
石
油
化
学
工
業
各
製
品の上位企業による占拠率は明瞭
（昭）
に
低
下
し
つ
つ
あ
り
、
そ
れ
と
製
品
価
格
の
低
下
は
か
な
り
大
き
な
相
関
度
を
持っている、と推定される。それ
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それまではより低水準であったのが、それ以後はより高
水準へと変化している。ということは、使用総資本に対する売上高の比率、つまり資本回転率が向上したことを意
味する。②しかも、これでみると、純利益率の格差は明瞭により縮小している。ということは、先発エチレン・セ
ンターの資本回転率がより低く、○・五’○・六台にとどまっているのに対して、総合化学・化学肥料メーカーの
資本回転率がそれより高くなっているからにほかならない。③このような使用総資本純利益率の変動に対する売上
=;ii奏二
そこでまず、石油化学工業を中心として売上高純利益率
均発脂学鰹発
平瀞什胞雑
の
変
動
を
み
る
と
、
第
７
図
の
と
お
り
で
あ
る
。
⑪
ま
ず
、
異
常
動
辨硴料合学雌
変
な
変
動
を
示
し
て
い
る
後
発
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
の
ぱ
あ
い
を
藁～シーーーーシ」｡=
の
変
動
を
み
る
と
、
第
７
図
の
と
お
り
で
あ
る
。
⑪
ま
ず
、
異
常
動変
な
変
動
を
示
し
て
い
る
後
発
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
の
ぱ
あ
い
を
の益
別
と
す
れ
ば
、
全
体
と
し
て
は
六
五
’
六
六
年
に
低
落
し
、
六
七
。
利
埠輌年に上昇したあと、六八年にかけてふたたび低落してい
に抗資る。②こうした若干の変動はあるが、売上高純利益率の
鵜川純瞳蝋醗鰯卿》鰯蝋》
繊辨『し、以上は生産・販売活動の成果を示すに過ぎない。
そこで、つづいて投下総資本の成果についてみておこ
’
 
図
う
。
第
８
図
は
、
使
用
総
資
本
に
対
す
る
純
利
益
率
の
変
動
を
示
８
 
第したものである。それによると、仙一ハーハ年を境として、
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（⑱） 
高純利益率の変動による寄与率方」算出してみると、つぎのとおりである。すなわち、われわれの観察期間においてや
化学エ業平均では四四％の寄与率を示しているのに対して、後発エチレン・センターでは一一五・五％、原料樹脂〆
１カーでは六八％の寄与率となっている。これに反して、総合化学メーカーではマイナス八％、さらに先発エチレ
ン・センターではマイナス二五五％の寄与率を示している。ということは、これらの企業類型においても他と同様
％
加
四
狙
皿
肥
晦
Ｍ
肥
胞
ｎ
ｍ
石油化学先発
石油化学後発
ｌｌ１ｉ料Ｍ１脂
化学１２均軒
総lMi鴬
９
８
７
６
 
上下上下上下上下上下
６４年６５年６６年６７年６８年
第７ ８図をみよ。
第９図化学エ業における使用総資本組利益率の変勵
に
売
上
高
が
相
対
的
に
拡
大
し
、
資
本
回
転
率
が
向
上
し
た
に
も
かかわらず、その売上げによる成果はきわめて低く、マ
イナスにしか寄与しなかったことを示している。これは、
一つには、六四年下期という基準時点における総合化学
メーカーと先発エチレン・センターの売上高純利益率が、
第７図のように比較的高かったからでもあるが、もう一
つには、六七’六八年に行なわれた、これらの企業にお
けるプラント増設が、これらの企業の販売行動をして、
より不利な売上げ増大競争に追いやったからである、と
推測される。ここに、六八年においてこれらの企業を中
心として行なわれた市況対策の根拠がある、とみてよい
だろう。
いずれにせよ、問題は、使用総資本純利益率の水準に
ある。この水準は、最近における好況下で六％をマーク
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している、日銀調査「主要企業」の水準に比較すれば、あきらかに低い。しかし、本来的な利潤率概念に接近するた
めには、純利益のほかに、すでにみたとおりヨスト“のなかで大きな比重を占めている減価償却費と金融費用な
どを加算してみなければならない。そこで、第９図では、使用総資本に対する粗利益率の動向を示した。それによ
れば、⑩多数の旧プラントを擁する総合化学・化学肥料メーカーの粗利益率は明瞭に低く、化学工業平均の一四’
一五％をしたまわっている。②それに対して先発エチレン・センターにおいては一六’一一○％にも達しており、後
発エチレン・センターのぱあいは大幅に変動しながらも、しばしばこの水準に到達している。③誘導品メーカーを
代表する原料樹脂メーカーのぱあいも、企業間競争が激化した六四－六五年は明瞭に低水準にとどまっていたが、
六
七
’
六
八
年
に
は
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ー
の
水
準
に
接
近
し
て
き
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
先
発
セ
ン
タ
ー
を
含
め
て
、
そ
の
粗
利
益
率
は
か
な
り
動
揺
し
て
い
る
が
、
エ
チ
レ
ン
・
セ
ン
タ
ｉ
の
水
準
は
、
あ
きらかに社会的にも高水準にあり、第一、二期などの初発の段階には石油化学製品に対する需要の急激な拡大がこ
の高水準を強く規制したのであろうが、第三期以降は製品市場の需給関係から独立した価格投定力にもとずく「寡
占利潤」が形成された、とみなければならない。なるほど、石油化学企業としての計上利益率は前述のように低い
が、⑪「特別償却」の形態において大幅に寡占利潤をいわば先取りしており、②さらに金融費用という形において
巨額の借入による設備資金や短期贋金の利子として寡占利潤を”独占資本“内部に配分しているのである。一般的
には、前述のような製品価格の大幅な低下の側面においては、石油化学工業の「産業組織」の寡占化を積極的に証
明
す
る
こ
と
が
む
ず
か
し
い
か
に
み
え
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
製
品
価
格
の
低
下
に
は
一
定
の
「
下
方
硬
直
性
」
が
作
動
し
て
い
たのであり、その証拠には、あのように大幅に低下しつつあった製品価格のもとでも、しかもプラント拡張後より
不利な販売拡大におちいっていた先発エチレン・センターを中心として「寡占利潤」が形成されていたのである。
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このような高利潤にもかかわらず、石油化学工業への自由な資本の移動を阻害し、したがって資本間競争をそれ
だ
け
制
限
し
て
い
る
「
寡
占
体
制
」
の
客
観
的
根
拠
は
な
に
か
。
そ
れ
に
つ
い
て
は
、
側
「
石
油
化
学
協
調
懇
談
会
」
を
中
心
と
す
る
寡占企業の組織化と、それを媒介とする通産省などの「行政指導」が挙げられる。とくに最近の大型投資への「指
導」によって、大規模な一三－．エントリーはほとんど困難になると同時に、既存企業の協調関係が強化されつつ
ある。②すでにふれた特別減価償却などの、石油化学工業に対してとくに厚い税制上の優遇措置も、前述の高蓄祇
にとってきわめて重要な条件であり、かつ「寡占体制」を強化している。③さらに、前述した「寡占利潤」の配分
機綱ともなっている資金調達機構にもふれておかなければならない。この調達機構には、巨額の政府資金を含む国
内資金のほかに、海外”独占資本“の資金も投入されているのであ魚倒これらのほかに、いまや海外市場にもい
ろいろ形態でこれらの寡占企業が進出しつつあり、これによっても「寡占体制」は一層強化されつつある。
このような体制下にあって、エチレン・センターや、そのなかにも一部が入っている総合化学メーカーを中心と
し、他産業の寡占企業を含めた「寡占的協調関係」が強化されつつあることは、さきの製品価格の低下に対する市
況対策にもあらわれているし、また最近の”エチレン三○万トン“プラントを中心とするコンビナートの拡大と再
編成のなかで示された”共同投資”・”輪番投盗”などの「協調的」投盗行動にも示されている。したがって、わ
れわれが問題にした大幅の賃金上昇は、実はこのような資本蓄積メカニズムのなかで実現されていた、ということ
が
あ
き
ら
か
に
な
る
の
で
あ
る
。
（Ⅳ）とくに、この原料費比率の低下という点は、他産業と決定的に異なっており（前掲、拙稿、「日本労働協会雑誌」七○
年五月号、三五ページ）、きわめて重要な点である。
（⑬）それについては、前掲、重化学工業通信社『日本の石油化学工業』各年版、「主要製品別計画および動向」がもっとも
' 
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「宅／くわしい。．「．“
（岨）．その計算方法は、つぎのとおりである。さきと同様に、使用総賓本純利益率－Ｐ、Ｐ、資本回転率ｌＱ、ｑ、売上高純
．利益率ｌＲ、Ｈとすれば、田Ⅱｐ”・』。、句Ⅱ一○ｍｐ＋Ｓｍ用であり、売上高純利益率の寄与率は、つぎのように算出される。
（】Ｃ嘱同、－旨碩宛）Ｉ（』◎ぬ句萄Ｉ』Ｃ餌呵）×９つ
〔追肥〕本稿は、化学エ業労使関係研究会の共同研究（日本労働協会六九年度委髄研究）において、わたくしが担当した成
：果にもとづいて執筆した。われわれのプロジェクト全体については、既発表の中間報告（前掲「日本労働協会雑鰭」七一年五
「月骨、、所蛾）を参照されたい。なお、本稲の研究に対しては、法政大学六九年度特別研究助成を受けた。
←■ 
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
 
